
Ⅴ　市民一人当たりのサービスと負担

※　(　　)内の数字は構成比です。

平成19年１月１日現在人口　1,890,729人

総額
410,215円

    市民一人当たりのサービスコストの状況

    市民一人当たりの市税負担の状況

※  各経費には，各分野に関連する事業費のほか
　関連する職員費及び公債費を含む

下水道・地下鉄への繰出等
62,696 円（15.3％）

産業振興・観光・農務等
48,325 円（11.8％）

総務・芸術文化・ｽﾎﾟｰﾂ等
31,571 円（ 7.7％）

学校教育
33,316 円（ 8.1％）

その他
20,891 円（ 5.1％）

消防
10,655 円（ 2.6％）

ごみ処理・環境保全
14,832 円（ 3.6％）

その他
2,870 円（1.9％）

都市計画税
11,791 円（7.8％）

法人市民税
18,109 円（12.0％）

固定資産税
55,202 円（36.6％）

個人市民税
50,761 円（33.7％）

たばこ税
8,120 円（5.4％）

総額
150,736円

事業所税
3,883 円（2.6％）

福祉・保健・医療等
121,047 円（29.5％）

道路・公園の整備等
66,882 円（16.3％）
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Ⅵ　財政構造改革の取組状況と収支不足の解消

財政構造改革の取組状況

（単位　億円）

 内部努力によるもの

 人件費の見直し

 企業会計繰出金の見直し

 事業の選択と集中によるもの

 市民の皆さんに影響のあるもの

 団体補助金の見直し
廃止～

減額～

15件（

 1件（

 広告事業の推進

 財産・基金の有効活用

18 

19年度
実　施

見直 し効果額合計

 事務事業の見直し
（内部効率）

項　　　　　目

 受益者負担の適正化
（使用料・手数料等の見直し）

 事務事業の見直し
 （サービス水準等）

8  

8  

0.2  

道路・公園の維持管理水準の見直し、法外援護事業の廃止等

2  

5 

3 

0.9  

主な取組内容

市営住宅使用料・市営住宅駐車場使用料、道路占用料、高等学
校授業料（H17改定分の3年目）

札幌市教育研究協議会、札幌国際ハーフマラソン
大会、北海道文学館、札幌交通安全連合会等）
札幌市調理師団体連合会）

学校給食調理、清掃業務等の委託化/公共事業減による関係職
員の減/18年度給与改定分

一般事務費や公共施設の維持管理経費の見直し

公営企業の経費削減・収入増

 市税の減免見直し 1  固定資産税等の減免の見直し

69 

42 土地の売払い　土地開発基金・まちづくり推進基金の取崩し

広報さっぽろ広告枠の増、ホームページバナー広告等
Ｈ18；80百万円→Ｈ19；104百万円0.2 

1  

広告事業の推進では、18年度比

で24百万円増の約1億円の収入

等を見込んでいます。

札幌市では、持続可能な財政構造への転換を図るため、平
成16年12月に「財政構造改革プラン」を策定し、プランに
基づく個別の取組項目を進めて、17･18年度の２か年で
273億円の効果を上げました。
19年度予算案では、プランの取組みの方向性に沿って、
下表のとおり総額69億円の見直しを行うこととしていま
す。
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中期財政見通し（18年2月） （単位　億円）

18年度
(2006）

19年度
(2007）

20年度
(2008）

21年度
(2009）

22年度
(2010）

市税、交付税、譲与
税・交付金等の一般
財源（臨時財政対策
債､減税補てん債を含
む）

4,536 4,506 4,476 4,446 4,415 

国・道支出金 1,360 1,434 1,480 1,537 1,606 
市債（臨時財政対策
債､減税補てん債を
除く）

302 316 314 300 296 

その他 1,590 1,565 1,560 1,557 1,555 
歳入合計　　　　Ａ 7,788 7,821 7,830 7,840 7,872 
人件費 1,145 1,157 1,156 1,149 1,102 
扶助費 1,698 1,772 1,837 1,909 1,991 
公債費 955 973 1,009 1,004 1,008 
普通建設事業費 689 689 689 689 689 
他会計繰出金 1,173 1,204 1,240 1,258 1,246 
その他 2,180 2,181 2,172 2,172 2,177 
歳出合計　　　　Ｂ 7,840 7,976 8,103 8,181 8,213 

収支不足　　　Ａ－Ｂ ▲ 52       ▲ 155  ▲ 273    ▲ 341    ▲ 341    

 18年2月中期見通し収支不足 ▲ 155
 財源の変動による収支悪化 ▲ 2
 事業費の変動による収支好転 39         　扶助費　等

▲ 118
 事務事業の見直し 69         　前ページ参照
 財政調整基金取崩し 49         

118       
0 

　　　　　　　　　　（単位　億円）

差　　　引

不　　足　　額　　計

対　　策　　額　　計

　19年度は、生活保護費などの扶助費の伸びの鈍化などにより、中期見通しにお

ける見込額より収支不足が縮小しました。

　なおも不足する118億円については、引き続き、事業の委託化や施設維持管理

など、事務事業の見直しを積極的に進めるとともに、財産の売払いや財政調整基

金の取崩しを行って、これを解消することとしています。

　なお、19年度予算を踏まえた新しい中期財政見通しについては、肉付予算案の

発表と同時に作成・公表の予定です。

▲　155

▲　155

１９年度予算における収支不足の解消
年度 算 支 解消
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　　　　　　　　　　 (単位 千円、％）

会 計 19年度予算額 18年度予算額 比較増減 増減率

一 般 会 計 775,600,000 784,000,000 ▲ 8,400,000 ▲ 1.1

会 計 19年度予算額 18年度予算額 比較増減 増減率

土 地 区 画 整 理 6,456,000 7,040,000 ▲ 584,000 ▲ 8.3

団 地 造 成 127,000 132,000 ▲ 5,000 ▲ 3.8

駐 車 場 331,000 331,000 0 0.0

母 子 寡 婦 福 祉
資 金 貸 付

253,000 260,000 ▲ 7,000 ▲ 2.7

国 民 健 康 保 険 205,778,000 183,480,000 22,298,000 12.2

老 人 医 療 177,491,000 182,091,000 ▲ 4,600,000 ▲ 2.5

介 護 保 険 87,705,000 86,000,000 1,705,000 2.0

基 金 1,536,000 968,000 568,000 58.7

砂防用地先行取得 － 103,000 ▲ 103,000 皆　減

合 計 479,677,000 460,405,000 19,272,000 4.2

各　会　計　予　算　総　括　表

一　　般　　会　　計

特　　別　　会　　計

Ⅶ　資料
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(単位 千円、％）

会 計 19年度予算額 18年度予算額 比較増減 増減率

病 院 事 業 25,360,000 24,721,000 639,000 2.6

中央卸売市場事業 5,530,000 8,908,000 ▲ 3,378,000 ▲ 37.9

軌 道 事 業 1,921,000 1,878,000 43,000 2.3

高 速 電 車 事 業 100,339,000 104,210,000 ▲ 3,871,000 ▲ 3.7

水 道 事 業 74,046,000 75,884,000 ▲ 1,838,000 ▲ 2.4

下 水 道 事 業 90,974,000 87,565,000 3,409,000 3.9

合 計 298,170,000 303,166,000 ▲ 4,996,000 ▲ 1.6

総 計 1,553,447,000 1,547,571,000 5,876,000 0.4

公 債 会 計 451,427,118 456,232,658 ▲ 4,805,540 ▲ 1.1

企　　業　　会　　計
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一　般　会　計　

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 市 税 285,000,000 36.7 260,700,000 33.3 24,300,000 9.3

2 地 方 譲 与 税 7,113,690 0.9 19,265,710 2.5 △ 12,152,020 △ 63.1

3 利 子 割 交 付 金 850,000 0.1 724,000 0.1 126,000 17.4

4 配 当 割 交 付 金 424,000 0.1 166,000 0.0 258,000 155.4

5
株式等譲渡所得割
交 付 金

429,000 0.1 175,000 0.0 254,000 145.1

6 地方消費税交付金 20,059,000 2.6 19,469,000 2.5 590,000 3.0

7
ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

139,000 0.0 148,000 0.0 △ 9,000 △ 6.1

8
特 別 地 方 消 費 税
交 付 金

1,000 0.0 1,000 0.0 0 0.0

9
自 動 車 取 得 税
交 付 金

2,104,000 0.3 2,247,000 0.3 △ 143,000 △ 6.4

10 軽油引取税交付金 8,591,000 1.1 10,001,000 1.3 △ 1,410,000 △ 14.1

11
国有提供施設等所在
市 町 村助 成交 付金

100,000 0.0 104,000 0.0 △ 4,000 △ 3.8

12 地 方 特 例 交 付 金 2,516,758 0.3 7,225,100 0.9 △ 4,708,342 △ 65.2

13 地 方 交 付 税 103,700,000 13.4 110,200,000 14.1 △ 6,500,000 △ 5.9

14
交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

1,032,000 0.1 1,117,000 0.1 △ 85,000 △ 7.6

15 分担金及び負担金 4,267,892 0.6 4,134,431 0.5 133,461 3.2

16 使用料及び手数料 20,035,741 2.6 19,967,170 2.5 68,571 0.3

17 国 庫 支 出 金 116,381,612 15.0 115,974,165 14.8 407,447 0.4

18 道 支 出 金 23,151,500 3.0 18,865,470 2.4 4,286,030 22.7

19 財 産 収 入 7,876,937 1.0 7,411,799 0.9 465,138 6.3

20 寄 附 金 225,471 0.0 498,860 0.1 △ 273,389 △ 54.8

21 繰 入 金 10,037,908 1.3 8,091,520 1.0 1,946,388 24.1

22 繰 越 金 10 0.0 10 0.0 0 0.0

23 諸 収 入 114,653,481 14.8 124,092,765 15.8 △ 9,439,284 △ 7.6

24 市 債 46,910,000 6.0 53,421,000 6.8 △ 6,511,000 △ 12.2

775,600,000 100.0 784,000,000 100.0 △ 8,400,000 △ 1.1歳 入 合 計

款 増減率比較増減

歳　　　　　入

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比
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款　別　内　訳　表

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

1 議 会 費 1,630,197 0.2 1,549,102 0.2 81,095 5.2

2 総 務 費 28,271,995 3.6 30,821,641 3.9 △ 2,549,646 △ 8.3

3 保 健 福 祉 費 206,888,994 26.7 205,256,975 26.2 1,632,019 0.8

4 環 境 費 14,049,501 1.8 14,409,324 1.8 △ 359,823 △ 2.5

5 労 働 費 1,733,542 0.2 1,866,960 0.2 △ 133,418 △ 7.1

6 経 済 費 87,118,407 11.2 88,652,869 11.3 △ 1,534,462 △ 1.7

7 土 木 費 76,140,944 9.8 80,641,292 10.3 △ 4,500,348 △ 5.6

8 消 防 費 5,137,311 0.7 5,278,505 0.7 △ 141,194 △ 2.7

9 教 育 費 33,390,756 4.3 30,527,024 3.9 2,863,732 9.4

10 公 債 費 98,146,000 12.7 95,487,000 12.2 2,659,000 2.8

11 諸 支 出 金 118,461,353 15.3 125,344,308 16.0 △ 6,882,955 △ 5.5

12 職 員 費 104,131,000 13.4 103,665,000 13.2 466,000 0.4

13 予 備 費 500,000 0.1 500,000 0.1 0 0.0

775,600,000 100.0 784,000,000 100.0 △ 8,400,000 △ 1.1歳 出 合 計

増減率款 比較増減

歳　　　　　出

本年度予算額 構成比 前年度予算額 構成比
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